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「商業施設士(補)」資格制度に係る 商業施設関連課程の認定制度について 

〈 略称：商業施設士(補)資格・認定校(課程)制度 〉 

本会は、商業施設の総合的技術の確立とその普及、商業施

設の企画、設計、監理に係る技術者の認定とその育成、商業施

設および商業施設技術に関する情報・資料の提供等を図るこ

とにより、商業活動の効率化の促進と商業および都市の生活

環境の質的向上に資することを目的として、経済産業省・国

土交通省の認可により設立いたしました社団法人で、平成 25

年度より内閣府の認定を得た 公益社団法人 です。 

設立目的の一つである商業施設技術の向上・発展として、

「商業施設士」資格制度を昭和 49（1974）年より実施いたし

ております。 

商業施設士資格試験の内容につきましては、学科試験と構

想表現（実技）試験により構成され、受験資格においては、学

科試験は満 20 歳以上、構想表現試験は学歴＋実務経験の基準

が設けられています。 

この資格制度に関連して、本会が定めている「認定基準」内

容に該当するカリキュラムに取り入れている学校を「商業施

設士(補)資格･認定校(課程)」として指定する制度を行ってい

ます。 

上記認定校を対象とした「商業施設士補」資格制度を平成

12 年より実施し、現在までに 33,000 名を超える資格者が誕

生しています。 

（令和 6 年 5 月現在、認定校数 162 校 229 課程） 



● 認定のメリット 

(1) 認定されますと「商業施設士(補)資格・認定校（課程）」と称するこ

とができます。 

(2) 同課程の卒業者は、商業施設士資格試験「構想表現（実技）試験」の

受験資格に定められている実務経験年数が短縮（0年）されます。 

(3) 別に定める「商業施設士補 資格認定基準」に基づき、認定課程(学

科)の指定教科履修者は 『 商 業 施 設 士 補 』 の資格が得られます。 
商業施設士補資格者は、商業施設士資格試験のうち学科試験が免除と

なります。 

※認定課程（認定校）でない場合の、受験の際の書類提出については、卒業証明書

(写)と併せて、履修表の提出が必要になる場合があり受験資格審査の内容審査対

象となっています。（商業施設士補資格者は、登録証の写しをもってその書類に替

えるものとしています。） 

● 認定基準 

次頁の“認定基準”をご参照下さい。 

● 提出書類 

（１）商業施設士(補)資格・認定校(課程) 申請書（別紙様式 1） 

（２）教科カリキュラム（別紙様式 2） 

（３）教科(履修)内容を説明した書類 

〈ex〉「シラバス」、「履修要項」、「授業内容」･･･など（原本でもコピーでも可） 

 



 
●認定基準 

次の、①Ａ群の 5 つの区分のうち、2 区分以上にわたり、30 単位以上。かつ
．．

、②Ｂ群の

2 つの区分のうち、どちらかの区分で 4単位以上。であること。 

 
【Ａ群】（学科試験に準拠） 

区 分 内容／考えられる科目の一例 単 位 

Ａ－１ 

商業一般 

商業的要素の一般な事項に関する科目 

2 区分以上にわたり 

計 30 単位以上 

《考えられる科目名の一例》 

消費経済学 生活概論 マーケティング論 流通論 など 

Ａ－２ 

業態計画 

商業施設における店舗構成や業態分類などに関する科目 

《考えられる科目名の一例》 

まちづくり論 商空間計画論 空間演出論 スペースデザイン論 など 

Ａ－３ 

計画一般 

商業施設の企画、商業施設の計画、法規、安全計画、展示・装置計画、

設計などに関する科目 

《考えられる科目名の一例》 

インテリアデザイン 店舗(小売業)計画 安全設備論 展示学 など 

Ａ－４ 

施設計画 

建築的要素の一般に事項に関するに関する科目 

《考えられる科目名の一例》 

建築計画学 建築法規 建築史 都市計画 など 

Ａ－５ 

監理・施工 

商業施設における工事監理・施工管理などに関する科目 

《考えられる科目名の一例》 

建築施工 材料 積算･見積り 安全管理 など 

 
【Ｂ群】（構想表現（実技）試験に準拠） 

区 分 内容／考えられる科目の一例 単 位 

Ｂ－１ 

図案表現 

設計・製図・ＣＡＤ・ＣＧなどにより、商業施設を構想し表現するこ

とに関する科目 

どちらかの区分で 

4 単位以上 

《考えられる科目名の一例》 

インテリアデザイン演習 表現法演習 設計･製図実習 ＣＡＤ など 

Ｂ－２ 

文章表現 

プレゼン・マーケティング・コンサルにより、商業施設を構想し表現

することに関する科目 

《考えられる科目名の一例》 

マーケティング戦略演習 プレゼン力 分析･解析技法 など 

 



商業施設士(補)資格･認定校(課程) 

申  請  書 
 

学校名  

学科等の名称 
（複数学科列記可） 

 

修業年限：           入学定員： 

所在地 

〒 
 

TEL:             FAX: 

E-mail: 

 

本校           科（又は専攻、課程、コース）のカリキュラムは、

貴会の定める教育教科表の内容に合致しますので、商業施設士(補)資格制度に

係る商業施設関連課程の認定について申請します。 

 

 

令和   年   月   日 
 

 

学  長  名              ○印  

(又は学部長・学科長名) 

 

 

教科責任者名              ○印  

 

 

 

担 当 者 名                
(本件の窓口・担当者) 

（別紙様式 1） 



【学校名 入る】  ／  【学部・学科・コース名 入る】. 
商業施設士(補)資格･認定校(課程) 教科カリキュラム 

カリキュラムの制定年月日：   年  月  日 （  年  月 入学者より適用） 
 

【Ａ群】（学科試験に準拠） 

区 分 内容／考えられる科目の一例 充当する教科名 単位数 
教育 

内容 

（※注：基

準） 

Ａ－１ 

商業一般 

商業一般に関する科目 

《考えられる科目名の一例》 

消費経済学 生活概論 マーケティン

グ論 流通論 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※別紙 
シラバス 

参照 

2 区分以上 

にわたり 

計 30 単位 

以上 

Ａ－２ 

業態計画 

商業施設の構成に関する科目 

《考えられる科目名の一例》 

まちづくり論 商空間計画論 空間演

出論 スペースデザイン論 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ－３ 

計画一般 

商業施設の企画、商業施設の計

画、法規、安全計画、展示・装

置計画、設計 に関する科目 

《考えられる科目名の一例》 

インテリアデザイン 店舗(小売業)計

画 安全設備論 展示学 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ－４ 

施設計画 

建築一般に関する科目 

《考えられる科目名の一例》 

建築計画学 建築法規 建築史 都市

計画 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ－５ 

監理・施工 

商空間の工事監理・施工に関す

る科目 

《考えられる科目名の一例》 

建築施工 材料 積算･見積り 安全管

理 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ｂ群】（構想表現（実技）試験に準拠） 

区 分 内容／考えられる科目の一例 充当する教科名 単位数 
教育 

内容 

（※注：基

準） 

Ｂ－１ 

図案表現 

設計・製図・ＣＡＤ・ＣＧなど

により、商業施設を構想し表現

することに関する科目 

《考えられる科目名の一例》 

インテリアデザイン演習 表現法演習 

設計･製図実習 ＣＡＤなど  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※別紙 

シラバス 

参照 

どちらかの 

区分で 

4 単位以上 

Ｂ－２ 

文章表現 

プレゼン・マーケティング・コ

ンサルにより、商業施設を構想

し表現することに関する科目 

《考えられる科目名の一例》 

マーケティング戦略演習 プレゼン力 

分析･解析技法 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上記科目に使用している教本名･･････別紙(ｼﾗﾊﾞｽ)参照 

 
（※注）「商業施設士(補)資格・認定校（課程）」の基準 であり 「商業施設士補 資格講習会」の受講資格となる。／ A群：計 30 単位 ＋ Ｂ群：4単位 

（別紙様式 2） 



〔参考〕 

「商業施設士補」資格講習会 実施概要 

実施日：毎年 10 月～11 月（土曜もしくは日曜の 1 日間） 

実施地：札幌・仙台・前橋・東京・名古屋・金沢・大阪・広島・高松・

福岡・熊本・鹿児島 

講習内容：（令和 5年度・参考） 
10:00～10:15 オリエンテーション 
10:20～11:15〔講義 1〕商業の歴史と商業施設の概要 
11:25～12:20〔講義 2〕商業施設の開発と計画 
13:15～14:10〔講義 3〕商業施設の監理と制作・施工 
14:20～15:15〔講義 4〕商業施設の維持管理と安全対策、関連法規 
15:30～16:30 修了考査（講義のポイントのおさらいをします） 

登録等手数料：12,650 円 
（講習料・書籍テキスト代・登録費・消費税 等を含む） 

資格の付与：11 月～12 月（講習日より約３週間後） 
（登録証(A4 サイズの賞状およびカード)の発行） 

--- ◆ --- ◆ --- ◆ --- ◆ --- ◆ --- ◆ --- ◆ --- 

「商業施設士補」資格認定基準 

 商業施設士資格審査・証明事業実施要領 第３条及び第 10 条第 6 項第一号の規

定に基づき、商業施設士補の資格認定に係る諸要件を下記の通り定める。 

記 

「商業施設士(補)」資格制度に係る商業施設関連課程の認定制度において、次

の要件を備えている者について、「商業施設士補」資格認定の申請があった場合、

これを審査委員会に付議する。 

審査委員会は、速やかに認定の可否を結審し、その結果を会長に報告するもの

とする。 

〔要 件〕 

１．本会が指定する認定課程の、各科目の単位を取得している者、あるいは当該年度

に取得見込み者であること。 

２．学校の長の推薦がある者であること。 

３．在学中、学生としての品位を欠き、公序良俗に反する行為等により、推薦するこ

とが社会感情にそぐわない者については対象外とすること。 

４．原則として、本会が実施する講習会を受講したものであること。 


